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１. はじめに 

現在供用されている車両用のコンクリート製防護柵（以下，一体型という）[1] は，車両に対して剛性が高いため搭

乗者への衝撃が大きいこと，また破壊形式が脆性的で局所破壊を生じるためエネルギー吸収性能に欠けるなどといった

問題点が指摘されている [2]．伊藤ら [3] は，防護柵設置基準 [1] が防護柵の性能を実車衝突実験にて照査するとして

いるが実験には多大の時間と費用とが必要とされることから，トラック実車衝突の数値シミュレーション法の確立をめ

ざして，フロリダ型コンクリート製防護柵に対する数値解析を実施して，防護柵変位および車両挙動について実車衝突

実験を十分な精度で再現できるとしているものの，車両衝突時のエネルギー吸収性能や内部応力・ひずみ，さらには破

壊形式などについては議論を行っていない． 

一方，上述した一体型防護柵の問題点を改善する目的で考

案されたのが上下壁分離型防護柵（以下，分離型という）[4,5]

である．この防護柵は，上部壁と下部壁およびこれを連結す

る緩衝部（上下鉄筋およびゴム緩衝材）から成る分離構造で

あり，これに類似した構造である壁高欄への振り子式自由落

下による鋼球衝突実験（鋼球重量：1 tf，壁高：1 m，壁厚：25 

cm，壁長：10 m）[4] では，図 1に示すように，一体型と分

離型との破壊状況の相違が確認されている．すなわち，一体

型は同図(a) に示すように破壊モードは局所的な押し抜き型

のせん断破壊モードであり，分離型は同図(b) に示すように上

部壁の支持機構がスパン方向となるため上部壁のみの曲げ破

壊モードである．著者ら[5] は，この分離型防

護柵の基礎的な力学的特性を検討するために，

単位長さ 1 mの供試体での実験および FEM解

析を行った．しかし実防護柵に比べスパンが大

変短いため，図1に示す挙動が未確認である．

そこで，本研究では防護柵スパンを 2～6 mとし

た 3次元 FEM解析を行い，主として図1(b) に

示されている曲げ変形について考察する． 

２. 解 析モデル 

図2に示しているようにモデル供試体には緩

衝部に上下方向複鉄筋およびゴム緩衝材を配置

しており，スパン方向に左右対称の構造である

ことから 1/2 モデルを用いた（スパン方向の要

素分割は短縮して描いている）．有限要素モデル

としてコンクリートおよびゴム緩衝材にはsolid

要素，鉄筋は beam要素を用いた．そして鉄筋，
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(a) FEMモデル      (b) ゴム形状    (c) 供試体断面(単位:mm)

図2 供試体モデル 
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図1 壁高欄への鋼球衝突実験での破壊形状[5] 
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コンクリートおよびゴムの応力－ひずみ関係を図 3 に示す．コンクリートの引張強度には同図(b) に示すように 2.12 

N/mm2（=21.2×10-1 N/mm2）を用い，上下部壁とゴムは弾塑性体，底版と載荷板は弾性体として扱っている．その際コ

ンクリートの降伏基準にはDrucker-Pragerの内接円，鉄筋は von Misesの降伏基準を用いた．そしてゴムの材料特性の

決定にはRivlinの定式化に拠っている [5]．解析には汎用ソフト LS-DYNA [6]を用い，載荷板に水平強制変位を与えて

数値解析を行なった． 

３. 解析結果 
最初に，スパン長の影響をみるため，ゴム緩衝材の有る場合での上部壁下端の水平変位を図 4(a)に示している．ス

パン 2mの場合は，スパン中央と端部でほぼ同じ変位であることから剛体的に変形している．同 4mでは，端部の変位

がスパン中央の約 50％であり，スパン方向に曲げ変形が生じている．そして同 6mの場合ではさらにスパン方向の曲げ

変形が顕著になり，変位が 0の擬似支点が現れている．このスパン 6mモデルの曲げによるひずみ分布を荷重約 92kN

の場合について図5に示しており，楕円で囲んだ部分にひび割れが生じている．このひび割れ領域はさらに荷重約120kN

まで約 2m幅でスパン方向に拡がるがそれ以後の荷重段階では拡がりが無くなる． 

次に，スパン 6mでゴム無しモデルの下端の変形を図4(b)に示すが，図4(a)に示したスパン 6mでゴム有りモデルの

結果とは明らかに変位形状・量とも異なっている．これは，ゴム無しモデルでは緩衝部の鉄筋のみで上下壁間の作用力

を伝達するのに対し，ゴム有りの場合は荷重増加に伴い鉄筋と共にゴムの抵抗が大きくなるため，上部壁は擬似支点を

有する曲げ変形を起こすからである． 

 最後に，一体型と分離型の中央断面での上部壁下端での荷重－変位曲線を図6に，壁体の高さ方向変位分布を図７に

示した．これより一体型が分離型に比して耐力では圧倒的に大きいことが分かる． 

４. ま と め 
本数値解析によれば上下壁分離型防護柵で緩衝部にゴムを有する場合には，スパン長が 6m程度になれば上部壁に曲

げ変形を発生することが明らかになった． 
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(a)ゴム有り              (b)ゴム無し(スパン 6m) 

図4 上部壁下端ｙ方向の変形 
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図5 スパン方向のひずみ分布 
（ゴム無し，スパン 6m，荷重 92.4ｋN） 図7 壁体の変位分布 
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図6 上部壁下端の荷重－変位曲線 
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